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資料１ 

港湾・沿岸海洋研究部、管理調整部（国際業務研究室）の運営方針 

 
 
１．使命 
 

港湾は、貿易や国内物流、人流を支える拠点インフラであり、我が国の経済や国民生活を支

える社会的な役割を担っている。 

今後も港湾がその役割を果たしていけるよう、国内外の物流動向等の分析、台風や地震・津

波等の災害リスクに対する安全・安心の確保、沿岸環境の保全等に関する研究を展開・深化さ

せ、社会への実装を行うとともに必要な人材育成等を通じて、国土交通省関連施策の実施を支

援する役割を担っていく。 

 

２．国土・社会の動向と将来展望 
 

我が国の港湾・沿岸域を取り巻く経済社会状況や自然環境、技術の進展、国際的な動向、さ

らに今後想定される気候変動などに関する主な動向は以下の通り。 

 

（１）国際コンテナ戦略港湾施策の進展、国際情勢の変化に伴う海運動向 

国際基幹航路の我が国への寄港を確保することは、我が国企業の国際物流のリードタイムの

短縮等物流の効率化・安定のみならず、経済安全保障を確保していくためにも重要であり、輸

送の効率化等を背景にコンテナ船の大型化や世界的な寄港地の選択が進んでいることから、ハ

ード・ソフト一体となった施策を国、港湾運営会社、港湾管理者が連携して取り組んでいる。 

サプライチェーンの強靭化・安定化に資する国際基幹航路の維持・拡大の重要性の一層の高

まりからまとめられた「新しい国際コンテナ戦略港湾施策の進め方」（令和６年２月）を受け、

国内フィーダー航路の強化に加え、海外トランシップ貨物の集荷を通じた広域集荷ネットワー

クの深化、物流施設の立地支援による貨物創出、ヒトを支援する AI ターミナルの実現に向け

た機能強化等が進められている。 

さらに、世界的な情報通信技術及び荷役の自動化技術の発達や社会実装の進展を踏まえ、こ

れらの技術を活用して、良好な労働環境の確保に配慮しつつ、国内航路や周辺アクセス道路も

含め国際物流システム全体の生産性向上に係る拠点としての役割が求められている。 

 

（２）国土強靭化、気候変動適応策等への対応 

令和６年能登半島地震の教訓を踏まえ、令和7年度には改正港湾法により、緊急物資等の輸

送拠点としての港湾機能の確保や港湾管理者が管理する港湾施設の改良工事の国土交通大臣

による代行制度などが設けられた。これにより、大規模災害時による被災後の迅速な復旧と緊

急物資輸送拠点の機能継続性強化が図られている。 

気候変動対策では、令和６年４月に改正された港湾の技術上の基準に関する告示に、気象の

状況と将来の見通しを勘案することが盛り込まれ、それに基づき、防波堤や護岸を対象とした

具体的な「設計事例集」の公表を通じて、実務への実装が進められている。 

また、気候変動に伴う海面上昇等に官民が連携して取り組む協働防護計画制度が創設された。

公共・民間の多様な主体が集積する港湾においては、一部の施設の機能不足により浸水が生じ

た場合には、被害が港湾内の広域に及ぶため、 物流機能や産業機能に支障が生じる恐れがあ

る。官民協働してハード・ソフト一体的な取り組みを通じて、将来の外力増大に対応した強靭

な沿岸域の構築を推進していくことが求められている。 

令和８年３月現在 
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（３）沿岸域の環境保全・再生・創出 

沿岸域の環境に関しては、環境と共生する港湾施策（エコポート）を軸に、持続可能な開発

目標（SDGs）に資する取り組みが推進されてきた。近年は、藻場・浅場等の海洋生態系に取り

込まれた炭素「ブルーカーボン」への期待がさらに高まっており、ブルーカーボン生態系（藻

場等）の活用等による CO2 吸収源対策の促進等が位置づけられ、「命を育むみなとのブルーイ

ンフラ拡大プロジェクト」が進められている。脱炭素と生物多様性の保全の視点を取り入れた

港湾構造物の社会実装等を通じて、良好な港湾環境を保全・再生・創出し、生物多様性の保全

等、環境との共生を実現することが求められている。 

 

（４）災害対応等から得られた知見の実装 

港湾の施設の技術上の基準については、平成 30 年に全面的な改訂が行われて以降、台風に

よる被災を踏まえた船舶の走錨対策や気候変動への適応に係る変更が行われてきた。これと併

せて、環境への配慮や地震時の性能照査など、それまでの研究成果や蓄積された設計上の知見

等が随時、港湾の施設の技術上の基準の解説に反映されてきた。 

全面的な改訂から７年が経過しており、港湾の施設の技術上の基準の次期の改訂に向けて、

近年の社会情勢の変化等を踏まえた上で、設計実務上の課題を整理するとともに、改訂方針等

について議論を行うため、本年３月に有識者委員会が設置され、検討が開始された。 

 

３．令和８年度に特に重視する研究・活動の実施方針 
 

（１）重点研究課題 

 ①国際コンテナ戦略港湾施策等物流の効率化に関する調査・研究 

国際コンテナ戦略港湾施策の深化を支援するため、経済社会情勢、市場変化、港湾政策、

環境の持続可能性等を反映できる輸出入港湾貨物量の推計や港湾・経路の選択モデルの構

築を進める。 

さらに、世界的な物流に影響する情勢やターミナルの生産性向上等の動向を的確に把握

し、施策に反映できるよう、海事データの収集・分析を実施する。 

 

 ②津波・高潮・高波・暴風による沿岸災害等の防災・減災のための調査・研究 

技術基準に気象の状況及び将来の見通しを設計に反映させることが盛り込まれたことを

受け、新たな基準を現場の設計実務に円滑に導入するため、気候変動の影響を含む観測値

の評価に関する研究や気候変動による津波・高潮・高波への影響評価に関する研究を進め

る。 

また、多様な主体が集積する港湾において、関係者が連携して、高潮・浸水等の災害リ

スクに対応できる体制の構築に資するよう浸水リスクの確立評価に関する研究等を進める。 

 

 ③海域環境の保全・再生・創出のための調査・研究 

港湾、沿岸域での持続的で豊かな生物の環境を実現するための造成生息場の繁殖機能強

化に関する研究を進める。 

また、港湾空間における生態系保全と脱炭素化の両面から、生物共生型港湾構造物等の

効果的な整備を進めるために、ブルーインフラの広域的な環境への効果に着目した評価手

法や環境指標に関する研究、港湾の整備に伴い発生する浚渫土砂を干潟・藻場等の造成に

活用した炭素貯留に関する研究などを進める。 
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④港湾の施設の技術上の基準の高度化とそれに関わる調査・研究 

能登半島地震への対応から明らかになった課題に対して、係留施設等の耐震設計法や地

震作用後の施設の利用・復旧及びこれらを考慮した構造に関する検討を進める。 

また、気候変動に対応した港湾施設の脆弱性評価手法、省力化や経済性、施工性等を踏

まえた設計に関する研究を進めるほか、国際的な物流動向や海事データ等の分析に基づく

港湾施設の諸元の検討、高性能クルーズ船に対応した水域施設計画など自然・社会環境等

の変化に合わせた基準の改訂へ向けた調査・研究を進める。 

 

（２）所内の他研究部や外部との連携方策 

・防災に関する関係省庁の動向、情報収集を行うとともに、気象研究所及び河川研究部との

高潮・波浪の将来予測手法についての連携や、地震後の容易な応急復旧を可能とする耐震

設計の開発に関して道路構造研究部の知見を得るなど外部研究機関や所内の他研究部と

の連携を特に意識し、情報・意見交換をより一層進め、研究の深化を図る。 

・沿岸域の環境保全に関し、東京湾再生官民連携フォーラムとの連携、東京湾シンポジウム

の開催を通じて、NPO、研究者、市民等多様な主体との連携を深め、研究成果の効果的な

社会実装を図る。 

・海上・港湾物流について、学識経験者等との共同研究の実施やデータ分析成果の公表を通

じて、施策反映のための研究の深化や物流動向の発信を進める。 

・港湾の施設の技術上の基準・同解説の次期改訂に向けて、具体的な設計を担う民間コンサ

ルタント団体等と有機的に連携し、効率的・効果的な議論及びとりまとめを実施する。 

 

（３）研究成果の社会実装（普及・活用 等） 

（研究成果の発信） 

・国総研報告・資料の発行。各種ガイドラインの策定。政策立案の基礎資料。 

・土木学会等各種学会での発表、査読論文、ジャーナルの投稿。 

・国総研講演会、各地方整備局主催の講演会、東京湾シンポジウム等。 

（研究成果の社会実装） 

・港湾の施設の技術上の基準・同解説への反映。 

 

（４）災害・事故対応への高度な技術支援 

・能登半島地震時の迅速な係留施設の利用につながった地方整備局と連携した現地調査や施

設の利用可否判断から得られた知見はガイドラインに反映された（令和７年４月）。引き

続き、事前の検討や対象施設の拡大にかかる知見の地方整備局や港湾管理者等への共有を

進めるとともに、web カメラを用いた施設利用可否判断の訓練支援を通じて、対応力の向

上を図る。 

 

（５）現場技術力の向上支援 

・各地方整備局等からの技術相談窓口として研究部内に設置した港湾技術センターにて、港

湾空港技術研究所と連携して、技術･設計相談に対して専門的な助言を積極的に行う。 

・各種研修を通じて、各地方整備局、港湾管理者等の技術職員の技術力向上を支援する。 

 

（６）国際研究活動 

・我が国国際海上物流と港湾運営の効率性、安定性、競争力の向上等の観点から、ISO 等の

関係基準に係る国際的な議論に参画する。 

・水上交通の維持・発展等への貢献の観点から、国際航路協会（PIANC）の WG 等に参画し、

技術的課題に係る調査研究、ガイドラインの作成等に民間も含めた他の主体とともに連携
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して取り組む。 

・我が国の港湾施設の技術基準づくりのノウハウを基に、ベトナムなどへの国際協力を進め

る。 

・日中韓による北東アジア港湾シンポジウム等の国際的な会議等への参加、研究報告などを

行う。 

・JICAが主催する「港湾開発・計画研修」等に対する講師を派遣する。 

 

 


